
平成２２年度　蟹江町財務４表の概要（普通会計比較）

資産の部
１．公共資産
　　（１）事業用資産 22,420,741
　　（２）インフラ資産 29,351,234

２．投資等
　　（１）投資及び出資金 121,100
　　（２）貸付金 61,000
　　（３）基金等 3,900,767

３．流動資産
　　（１）資金 667,286

　　（２）未収金 421,455

資産合計 56,943,583

（単位：千円） （単位：千円）
経常費用 8,437,358

１．人にかかるコスト １．経常的収支 668,488
　　（１）人件費 2,435,842 ２．公共資産整備収支（資本的収支） △867,591
　　（２）退職手当引当金繰入等 25,561 ３．財務的収支 235,574

その他の減少 当期収支 36,471
２．物にかかるコスト 純資産の増加 期首資金残高 630,815
　　（１）物件費・経費 1,540,475 財源調達 期末資金残高 667,286
　　（２）減価償却費 470,357 　　　地方税 （基礎的財政収支）
　　（３）維持補修費 92,751 　　　地方交付税 　　　収入総額 9,887,679

　　　補助金 　　　支出総額 △9,851,208
３．移転支出的なコスト 　　　その他 　　　地方債発行額 △1,014,000
　　（１）他会計への支出 894,256 　　　地方債元金償還額 579,744
　　（２）補助金等 1,724,978 期末純資産残高 　　　地方債利払費 126,733
　　（３）社会保障給付 1,126,405 減債基金等増減 220,071

基礎的財政収支 △50,981
４．その他のコスト
　　（１）公債費（利払） 126,733

経常収益 624,471
純経常行政コスト

　　　　　　（経常費用－経常収益） 7,812,887

△7,812,887

　　（２）その他

　資産形成につながらない行政サービスに要したコスト
と、それらの行政サービスの対価としての使用料、手数料
などの収入を表示したものです。
　従来の現金主義会計のもとでは、把握できなかった減
価償却費などの非現金コストについても計上しています。
　経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが、
当該年度の純経常行政コストとして把握されます。

負債の部

　純資産変動計算書は、１年間に蟹江町の純資産が、どのよ
うな財源や要因で増減したかを明らかにするものです。
　具体的には、貸借対照表の純資産の部を計算するもので
す。
　純資産の増加は、現役世代が自らの負担によって将来世
代も利用可能な資源を蓄積したことを意味します。

　　（１）翌年度償還予定地方債
２．流動負債

　　（３）その他
　　（２）退職手当引当金

純資産の部
負債合計

　１年間の現金の流れを示すものです。
　現金の性質に応じて、経常的収支、資本的収支、財務
的収支に区分されており、どのような活動に資金を必要と
しているかを表わしたものです。
　また、合わせて、基礎的財政収支（プライマリー・バラン
ス）も表わしています。

負債及び純資産合計

純資産合計

5,523,316

　　（１）地方債
１．固定負債

46,518,690

117,582

46,166,752

期首純資産残高
純資産の減少

純経常行政費用

589,531
1,635,109

51,972

△338,979

10,776,831

8,168,643
1,608,081

610,061

（単位：千円）

（単位：千円）

（普通会計は、一般会計に土地取得特別会計とコミュニティ・プラ
ント事業特別会計を足したものです）

　貸借対照表は、基準日時点における財政状態（資産、負債および純資産の残高）を表わすものです。
　資産は、将来の収益を生み出すために保有する財産を、負債は、将来、町が返済しなければならない債務
を、純資産は従来からの町の活動によって獲得された余剰（または欠損）の蓄積残高をいいます。

46,166,752

56,943,583

272,464

貸借対照表

行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

　平成２２年度における４つの財務書類（注）を国から示された「基準
モデル」により普通会計ベース及び単体会計ベースで作成しました。
　（注）４つの財務書類
　財務書類は、ストック（財産残高）を表わす「①貸借対照表（バランス
シート）」とフロー（経常的な費用と収入）を表わす「②行政コスト計算
書」、「③純資産変動計算書」、「④資金収支計算書」の４つで構成さ
れています。

○町民１人当たりの資産と負債（平成２３年３月３１日現在人口：３６，４５９
人）
　資　産　　約１５６万円（インフラ資産を除くと、約７５万円）
　負　債　　約　３０万円
○純資産比率
　平成２２年度　８１％　（インフラ資産を除くと、６１％）
　※純資産比率・・・総資産のうち、純資産の占める割合を示します。負債は
将来世代の負担と考えることができることから、将来世代と過去の世代との
負担割合を示すということができます。純資産比率が高いほど、将来世代の
負担軽減が図られているということがいえます。

町の資産と負債の状況


